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第２次菊川市総合計画重点事業の見直しについて 

企画財政部企画政策課 

１ 概要 

第２次菊川市総合計画は平成28年度に策定し、平成29年度から令和７年度までの

９年間を計画期間としている。基本構想は、本市が目指す将来像と、その実現に向

けた５つの基本目標、それらに紐づく政策及び施策を定めたものであり、施策に基

づき具体的な事業内容を示す実行計画の中で、重点事業を位置付けています（図１）。 

令和３年度は計画期間の中間年に当たると同時に、新型コロナウイルス感染症な

どの社会情勢の変化、市長の公約、市民アンケートの結果を踏まえ、総合計画審議

会や総合計画庁内策定委員会において協議を行います。 

（図１） 第２次総合計画の構成と期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人口の推移及び事業の進捗状況 資料３-２・３-３ 

総合計画において、2025年の人口45,000人の目標を掲げていることから、人口推

移の状況及び各政策、施策及び重点事業の進捗状況について、グラフで整理してい

ます。 

 

３ 見直しについて 

政策・施策の展開に際し、５つの基本目標に対して横断的に取組を推進する３つ

の「重点プロジェクト」が設定されており、また、重点プロジェクトに位置づけて

実行する事業を「重点事業」としており、現在42事業が位置づけられています。 

今回の見直しでは、重点プロジェクト及び重点事業について見直しを行います。

実行計画において見直しの対象となる箇所は、資料３-４に示したページです。 
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＜５つのチャレンジ＞ 

① 新型コロナウイルス感染症対策 

② 魅力発信、移住促進 

③ 安全安心が実感できるまち 

④ 雇用を守り、産業を活性化 

⑤ 大切な資源を守り、豊かな環境を 

⑤ 新型コロナウイルス感染症対策 

＜スピードを必要とする対応＞ 

① 人のつながりを支援する 

② 雇用を守り、産業の活性化 

③ ICT の活用を推進する 

＜総合戦略の体系図＞ 

 Ⅰ 未来を支えるまちづくり 

① 郷土愛を育み、定住を促進する 

② 結婚・出産・子育てを支援する 

Ⅱ 魅力を高めるまちづくり 

③ 多様な人材の活躍を推進する 

④ 働きやすい環境を実現する 

⑤ 安心できる生活環境を築く 

 (1) 新たな重点プロジェクト（案） 

新型コロナウイルス感染症により、本市を取り巻く環境が変化する中でも、ス

ピード感を持ってその変化に対応しながら、総合計画に掲げたまちの将来像「み

どり ときめき たしかな未来 菊川市」の実現に向けて着実に歩みを進めていく必

要があります。このことから、今回の見直しでは、新たに「３つの重点プロジェ

クト」を設定します。 

 

① 第２期菊川市まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進 

令和２年度からの「第２期菊川市まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、

幅広い分野を総合戦略に位置付けています。持続可能なまちづくりを進めて

いくために、総合戦略で設定した目標の達成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 住みたいまちの実現 

「さらに前へ！住みたいまち菊川市！！」の実現に向け、新型コロナウイ

ルス感染症対策や魅力発信、移住・定住の促進等、安全安心が実感できるまち

の実現を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

③ ポストコロナ社会への対応 

市民生活や経済活動に大きな影響を与えた新型コロナウイルス感染症に対

して、新しい生活様式の実践とともに、ポストコロナ社会に向けた取組を進め

ていきます。 
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①ＳＤＧｓや脱炭素社会の推進 

②Society5.0 の推進 

③デジタル化の推進 

④協働・共創 

 

 (2) 意識する視点・手法 

第２次菊川市総合計画開始以降、ＳＤＧｓや脱炭素社会、Society5.0の推進と

いった、新たに取り組むべき課題が発生しており、それらの視点を持って各施策

に取り組む必要があります。 

さらに、地域課題や社会的課題がますます多様化・複雑化する状況において、

行政だけでは財源や人材が限られているなかで全ての課題に対応することが難し

いことから、各施策の推進における手法として、デジタル化や、多様な主体との

「協働」、民間企業などとの「共創」をさらに活用していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図２） 全体イメージ図 

 

 (3) 重点事業の選定について 

今回の見直しにおいて、先に重点プロジェクトを決定します。重点プロジェク

トに位置づけられる重点事業については、(2)で示した視点・手法を意識しながら

選定します。 

 

○意識する視点・手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ
社
会
へ
の
対
応 

②
住
み
た
い
ま
ち
の
実
現 

①
第
２
期
菊
川
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
の
推
進 

意識する 
視点・手法 

④
協
働
・
共
創 

③
デ
ジ
タ
ル
化
の
推
進 

②
Ｓ
ｏ
ｃ
ｉ
ｅ
ｔ
ｙ
５
．
０
の
推
進 

①
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
・
脱
炭
素
社
会
の
推
進 



 

4 

 

４ スケジュールについて 

 今回の見直しにあたり、総合計画審議会及び庁内策定委員会を各３回開催する予

定であり、令和４年度の当初予算編成に向けて令和３年11月を完成予定時期としま

す。 

（図３） 見直しのスケジュール 

 

 

 

 

 

 

年度

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

　●会議等

　 ① 総合計画庁内策定委員会

① ② ③

　 ② 総合計画審議会 委員改選

　　① ② ③

　 ③ 議会説明

★ ★

　●意識調査

　 ① 市民アンケート

令和３年度

R2総計・戦略進捗報告、

重点事業振り返り、協議

見直し内容説明

R2総計・戦略進捗報告、

重点事業振り返り、協議

重点事業案協議 最終確認

最終確認重点事業案協議

見直し方針説明


